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高島市高島Ｂ＆Ｇ海洋センター指定管理者募集要項 

 

公の施設の管理主体については、平成１５年６月の地方自治法の一部改正に

より指定管理者制度が導入され、民間事業者を含む法人その他の団体も指定管

理者として施設の管理を行うことができるようになりました。 

このため、高島市では、高島市高島Ｂ＆Ｇ海洋センター（以下「海洋センタ

ー」という。）について、住民サービスのさらなる向上と管理運営の効率化を図

るため、指定管理者制度を導入し運営を行っているところですが、現在の指定

管理期間が令和８年３月末で満了となることから、令和８年４月以降の指定管

理者をこの要項により募集します。 

 

１ 施設の概要 

⑴ 名  称 高島市高島Ｂ＆Ｇ海洋センター 

⑵ 所 在 地 高島市宮野 1516 番地 

⑶ 設置目的 

美しい湖と緑豊かなまちのなかで、海洋性スポーツ・レクリエーション 

活動を通して人々が健康を維持・増進し交流を深めることを目的に設置さ

れたものです。 

⑷ 基本的な運営方針 

各種スポーツ、レクリエーション、研修会、教室等の開催とその指導を

行い、青少年の健全育成ならびに住民の健康および福祉の増進に寄与する

運営を行うものとします。 

⑸ 施設の規模 

敷地面積 23,177 ㎡ 

施設内容 Ａ．プール体育館棟 3870.4 ㎡ 

鉄筋コンクリート造２階建＋鉄骨造 

・第１体育館  744 ㎡  

・第２体育館  420 ㎡ 

・温水プール  ４面 

（25ｍ×13ｍ、13ｍ×8ｍ、幼児プール 8ｍ×11ｍ、ジャグ

ジープール 10 ㎡） 

   ・ジムルーム 152 ㎡ 

・更衣室 男子 46.8 ㎡ 女子 62.9 ㎡ 子ども男女 各

20.9 ㎡ 
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・男女浴室、脱衣室 

・健康相談室 22 ㎡ 

・見学コーナー 40.5 ㎡ 

・会議室 63.4 ㎡ 

・ホール、書庫、器具庫等 700.8 ㎡ 

        Ｂ．屋根付多目的広場 鉄骨造  1393.6 ㎡ 照明付 

         ・トイレ、倉庫棟 103.25 ㎡ 

Ｃ．運動公園グラウンド（高島市宮野 1515 番地）  

12,615 ㎡ 照明４基 96 灯付 

        Ｄ．艇庫（船艇類保管施設（高島市勝野 3064 番地） 鉄骨造 

196.02 ㎡ 

 

２ 指定予定期間 

⑴ 令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間を予定してい

ます。 

⑵ 指定予定期間は、議会の議決後に市が指定し、告示して、正式な指定期

間となります。 

  ただし、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、市は、公

の施設の管理の適正を期するため行った必要な指示に指定管理者が従わな

いときその他当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認

めるときは、指定期間内であっても指定を取り消し、または期間を定めて

管理業務の全部または一部の停止を命ずる場合があります。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

指定管理者が行う海洋センターの管理に関する業務（以下「管理業務」と

いう。）の範囲は、次のとおりとします。なお、詳細は別添の「高島市高島Ｂ

＆Ｇ海洋センター 業務仕様書」を参照してください。 

⑴ 施設の運営に関する業務（インボイス制度への対応を含む。） 

① 青少年の健全育成ならびに住民の健康および福祉の増進のために、

必要な各種スポーツ、レクリエーション、研修会、教室等の開催とそ

の指導に関する業務 

② 海洋センターの利用促進に関する業務 

③ 施設の提供に関する業務 
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④ Ｂ＆Ｇ財団に関する業務 

⑵ 施設および設備の維持管理に関する業務 

① 施設および設備の保守点検に関する業務 

② 施設の清掃に関する業務 

③ その他の維持管理 

⑶ その他施設の設置の目的を達成するために必要な業務 

① 組織および人員配置 

② 施設事業計画書および管理業務収支計画書の作成 

③ 指定管理者事業報告書の作成 

④ 物品の管理等 

⑤ 緊急時の対応に関すること 

⑥ 事故等への対応・損害賠償に関すること 

⑦ 個人情報の保護および守秘義務に関すること 

⑧ 管理運営の改善に関すること 

⑨ 管理運営業務の評価 

⑩ 指定管理業務の開始前に行う手続き等 

 

４ 管理運営方針 

  管理業務を行うに当たっては、「１⑷基本的な運営方針」の内容を理解のう

え、遵守しなければなりません。 

  なお、指定管理者には、創意工夫により利用者に対する質の高いサービス

の提供を期待しています。 

 

５ 管理の基準 

  海洋センターの管理基準は、条例、規則および仕様書に規定するとおりと

し、これに基づいて運営することとします。 

なお、指定管理者は、市民サービスの向上等のために、条例、規則に基づ

き、開館時間、利用料金などについて新たな視点から柔軟な提案をしていた

だくことが可能です。ただし、これらの柔軟な提案については、市長の承認

が必要になる場合があります。また、管理料には算定されません。 

適正な管理の観点から必要不可欠である管理業務の基本的事項は、次のと

おりです。なお、細目的事項は協議のうえ、協定で定めます。 
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  ⑴ 法令等の遵守 

    次に示す法令等のほか、指定管理者が当然に適用を受ける法令等、協

定書、業務仕様書等を遵守し、管理業務を実施してください。 

    ① 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。） 

    ② 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

    ③ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「

個人情報保護法」という。） 

④ 個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号） 

⑤ 高島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（ 

平成１８年高島市条例第８５号。以下「手続条例」という。） 

    ⑥ 高島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施

行規則（平成１８年高島市規則第４５号。以下「手続規則」とい

う。） 

    ⑦ 高島市高島Ｂ＆Ｇ海洋センターの設置および管理に関する条例

（平成１７年高島市条例第３６５号。以下「条例」という。） 

    ⑧ 高島市高島Ｂ＆Ｇ海洋センターの管理運営に関する規則（平成１

８年高島市教育委員会規則第９号。以下「規則」という。） 

    ⑨ 高島市行政手続条例（平成１７年高島市条例第１１号。以下「行

政手続条例」という。） 

    ⑩ 高島市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年高島市条

例第４０号。以下「個人情報保護法施行条例」という。） 

    ⑪ 高島市情報公開条例（平成１８年高島市条例第８０号） 

    ⑫ 高島市会計規則（平成１９年高島市規則第２１号） 

    ⑬ 高島市文書取扱規程（平成１９年高島市訓令第４号） 

  ⑵ 開館時間および休館日 

    開館時間および休館日は、次のとおりとしますが、指定管理者は、必

要があると認めるときは、高島市教育委員会（以下、「教育委員会」とい

う。）の承認を得て開館時間を変更し、または休館日を変更し、もしくは

臨時に休館日を定めることができます。 

① 開館時間 

      午前９時００分から午後１０時００分まで（体育館、屋根付多目

的広場、運動公園グラウンド） 
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      午前９時３０分から午後０時３０分まで、午後１時３０分から午

後４時３０分まで、午後６時から午後９時００分まで（温水プー

ル） 

      午前９時３０分から午後０時３０分まで、午後１時３０分から午

後９時３０分まで（ジムルーム） 

      午前９時００分から午後４時３０分まで（艇庫） 

    ② 休館日 

      ・月曜日 

      ・年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで） 

      ・艇庫は１０月 1日から翌年の５月３１日まで 

  ⑶ 善管注意義務 

    指定管理者は、善良なる管理者の注意をもって、海洋センターを常に

良好な状態に管理しなければなりません。 

  ⑷ サービスの向上 

    施設を清潔に保つとともに、利用者に対するサービスの向上を図り、

利用者の増加に努めることとします。また、各種トラブル、苦情等には、

迅速かつ適切に対応することとし、定期的に教育委員会へ報告してくだ

さい。 

  ⑸ 施設の適正な維持管理とリスク分担 

    管理業務を行うに当たっては、利用者が快適に施設等を利用できるよ

う、適正な維持管理を行ってください。 

    維持管理に当たり、管理物件の効用を維持するために必要な修繕につ

いては、見積額が１件につき６０万円（消費税および地方消費税を含む。）

以上のものについては、市の負担と責任において実施するものとし、１

件につき６０万円（消費税および地方消費税を含む。）未満のものについ

ては、指定管理者が自己の負担と責任において実施するものとします。 

    また、管理物件の効用の増加を伴う修繕等については、市の負担と責

任において実施するものとします。 

  ⑹ 施設の使用承認と公平利用の確保 

    施設の使用承認に当たっては、市民の利用に関し公平性を確保しなけ

ればなりません。 

  ⑺ 業務の一括委託の禁止 
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    指定管理者は、指定管理者が行う業務を一括して第三者に委託し、ま

たは請け負わせることはできません。ただし、管理業務を効率的に行う

ために必要と認められる業務については、事前に教育委員会の承認を受

けたうえで、業務の一部を他の者に委託することができます。 

  ⑻ 緊急時の対応 

    指定管理者は、海洋センターにおいて施設利用者の被災や災害その他

の事故等が発生した場合は、現場で対応する責任があります。直ちに必

要な措置をとるとともに、速やかに教育委員会へ報告しなければなりま

せん。 

  ⑼ 管理業務の実施に伴い取得した情報の取扱い 

    指定管理者および指定管理者が使用する者は、管理業務を行うことに

より知り得た情報を他に漏らし、または不当な目的のために利用しては

なりません。指定管理者の指定の期間が終了し、もしくは指定を取り消

され、または指定管理者が使用する者が管理業務に従事しないこととな

った後においても同様とします。 

  ⑽ 個人情報の保護 

    指定管理者は、個人情報保護法および個人情報保護法施行条例の規定

を遵守し、個人情報の漏えい、滅失またはき損の防止その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。 

    また、管理業務に従事する者は、その業務に従事しなくなった後も含

めて、その業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、ま

たは不当に使用してはなりません。 

    なお、個人情報の漏えい等の行為には、個人情報保護法に基づく罰則

が適用される場合があります。 

  ⑾ 文書の管理・保存 

    管理業務を行うに当たり作成し、または取得した文書、図画、写真お

よび電磁的記録（以下「管理文書」という。）は、高島市文書取扱規程を

参考に、適正に管理・保存してください。 

なお、指定管理者として作成した帳簿書類については、指定期間終了

時に、教育委員会の指示に従って引き渡しを行っていただきます。 

  ⑿ 情報公開 

    指定管理者が保有している管理文書は、指定管理者が別途情報公開規
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程等を定めるなど、適正な情報公開に努めていただきます。 

⒀ 行政手続法の適用 

    指定管理者が行う行政処分については、行政手続条例に基づいて行わ

なければならず、審査基準、標準処理期間および処分基準を定めておか

なければなりません。 

  ⒁ 市内事業者への配慮 

    管理業務を行うに当たっての委託業務の発注や物品の調達等において

は、市内事業者への発注に努めていただきます。 

  ⒂ 管理物件の現状変更 

    指定管理者が、管理業務を実施するために管理物件の新設、増築、改

築、移設、改造その他の現状変更をしようとするときは、あらかじめ教

育委員会の承認を受けていただいた上で、指定管理者の負担で実施して

いただきます。なお、この場合、当該現状変更部分については、指定管

理者は、将来にわたってその権利を主張できないものとします。 

  ⒃ 市への協力 

    市の事業を海洋センターにおいて実施しようとする場合は、優先的な

予約などの協力をお願いします。 

  ⒄ 職員の配置 

   ① 管理業務について総括的な責任を持ち、利用者や外部に対して施設

を代表する管理責任者（所長に相当する職）を指定してください。 

② 職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮すると

ともに、利用者の要望に応えられるものとしてください。 

③ 海洋センターは消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づく甲種

防火対象物であるため、甲種防火管理者を選任してください。 

  ⒅ 障がい者の雇用 

    指定管理者は、障がい者の雇用について、障害者の雇用の促進等に関

する法律（昭和３５年法律第１２３号）に基づき国および地方公共団体

に義務付けられている雇用率を達成できるよう努めていただきます。 

  ⒆ その他の留意事項 

    その他管理業務を行うに当たって指定管理者が留意しなければならな

い事項は、次のとおりです。 

① 環境配慮の推進 
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      管理業務の実施に当たっては、電気等エネルギーの効率的利用、

廃棄物の排出抑制・適正処理、リサイクルの推進、環境負荷の提言

に資する物品等の調達（グリーン購入）など、環境への配慮に努め

ていただくこととします。 

    ② 職員の採用 

      指定管理者は、職員を採用する場合には、本人の適正や能力以外

の事項を条件にすることなく、幅広く応募できるよう配慮してくだ

さい。 

    ③ 高齢者、ひとり親家庭の父母などの雇用、就労機会の創出 

      指定管理者は、高齢者、母子家庭の母および父子家庭の父の雇用

等、就労機会の創出への配慮に努めていただきます。 

    ④ 障がい者差別解消に係る配慮 

      指定管理者は、管理業務を行うに当り、障害を理由とする差別の

解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）に定めるもの

のほか、高島市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関

する職員対応要領（平成２８年３月策定）に準じて、不当な差別的

取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障がい者に対する適切な対

応を行うものとします。 

    ⑤ 人権への配慮 

      指定管理者は、公平な採用選考や人権研修の実施など、人権に配

慮した業務遂行に努めていただきます。 

 

６ 管理業務に要する経費 

海洋センターの管理業務に要する経費については、施設の使用者が納める

利用料金、指定管理者が管理業務の実施に伴い収受する収入および市が支払

う指定管理料により賄うこととなります。別添の「標準的収支」（参考資料１）、

「過去３ヵ年の収支実績」（参考資料２）および指定予定期間中の「施設修繕

計画」（参考資料３）等を参考に収支計画を立ててください。なお、指定期間

中に市が支払う指定管理料の額は、年額３０，４６１，０００円を上限額と

しています。したがって、この上限額を上回る提案をした場合は失格となり

ます。 

⑴ 利用料金 
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 ① 利用料金の収入等 

施設の使用者が納める利用料金は、指定管理者の収入とします。利

用料金の額については、条例に対象となる施設、区分、金額等が定め

られていますので、その範囲内で、利用率の向上やサ－ビスの向上に

つながるよう配慮しつつ、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て

設定することになります。（今後、消費税および地方消費税の税率改正

や公の施設の使用料の見直し等に伴い、指定期間中であっても、利用

料金の上限である条例に定める額を見直すことがあります。） 

   ② 利用料金の減免 

     利用料金については、指定管理者の判断で減免できます。指定管理

者は利用料金の減免が「高島市公の施設に係る使用料の減額および免

除に関する規則」に定められた別表の規定により難いときは、あらか

じめ市長の承認を得て、別に定めることができます。 

なお、市の方針により現在実施している下記の政策的減免について

は、これを引き続き適用できるよう配慮してください。 

     政策的減免による利用料金収入の減収については、指定管理料に当

該減収分が見込まれているため、補填等の措置は行いません。ただし、

今後下記の基準が大幅に変更になった場合は、基本協定書に基づき指

定管理料を変更することがあります。 

政策的減免の基準 

ア 体育館、会議室、多目的広場、グラウンド（夜間照明設備は除く。）、 

艇庫 

（ア）【１００％免除とする場合】 

ａ 市・教育委員会等が主催または共催により利用するとき 

（ａ） 市や教育委員会、法令や要綱に基づく附属機関・審議会・

委員会等が行政施策や事務事業を遂行するために利用する

場合 

（ｂ） 市や教育委員会が主催または共催する事業の実施主体 

（実行委員会等）が利用するとき 

（ｃ） 市や教育委員会が主体的役割を担う団体が利用するとき 

ｂ 利用目的が利用者以外の市民の福祉の向上に寄与する活動 

（ａ） 団体の活動内容が市の行政活動を補完する場合 

（ｂ） 当該施設の指定管理者が管理業務のために施設を利用す 

る場合 
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ｃ 市内の保育園、小中学校等が保育・教育活動の一環として利  

用するとき 

（ａ） 保育園、幼稚園、認定こども園、小中学校、学童保育所   

およびその関係団体が利用するとき 

（ｂ） 教育的見地から実施する青少年の育成活動（設備の利用  

料は利用者負担） 

ｄ その他、市長が特に必要と認めるとき 

（イ）【５０％減額とする場合】 

 ａ 市が行政的な見地から関与し、または運営を支援・助成する  

団体 

（ａ） 社会福祉、障がい者、高齢者等の関係団体 

（ｂ） 地域コミュニティ団体、社会教育、社会体育関係団体 

（ｃ） 青少年の活動団体 

ｂ その他、市長が公益上特に必要と認めるとき 

イ 温水プール、ジムルーム（浴室・採暖室を含む。） 

 原則として減免なし（海洋センターでは、これまで自主施策として

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方 

およびその介助者１名に対する５０％減額を適用されています。） 

⑵ 管理業務の実施に伴い指定管理者が収受する収入 

管理業務を実施する中で、市以外からの助成金や寄附金など指定管理

者が収受する収入については、指定管理者の収入となります。ただし、

市の収入とすることを条件として収受するものは、除きます。 

なお、水泳教室の受講料等、条例に定めのない料金については指定管

理者が設定することとしますが、当該料金については、当該事業の実施

にかかる実費相当額を基本に、類似のサービスを提供する民間事業者の

参入の妨げにならないように留意して設定してください。 

⑶ 市が支払う指定管理料 

① 指定管理料算定の考え方 

市は、管理業務に要する経費から利用料金収入見込額および管理業

務の実施に伴い、指定管理者が収受する収入の見込額を差し引いた額

を指定管理者に指定管理料として支払います。 

② 指定管理料の額 

指定管理料の額は、申請の際に提案された管理業務収支計画書に示

された額を原則に債務負担行為を設定したうえで、市の予算の範囲内
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で、年度協定において定めるものとします。年度協定により定めた指

定管理料は、管理業務に要した経費および利用料金その他の収入に増

減があっても、原則として増額や減額はいたしません。 

   ③ 指定管理料の支払い 

     指定管理料は、年度ごとに指定管理者と教育委員会が協議して作成

する支払計画書によりお支払いします。 

  ⑷ 管理口座・区分経理・会計年度 

    管理業務に係る収入および支出については、原則、管理施設ごとに口

座を設けて管理を行い、指定管理者としての業務に係る経理とその他の

業務に係る経理を区分して整理してください。 

    なお、経理は会計年度ごとに区分してください。会計年度は、４月１

日から翌年の３月３１日までとします。 

⑸ リスク分担 

物価変動、不可抗力、施設・設備・備品の損傷といった施設の管理業

務上のリスクを指定管理者、市のどちらが分担するかについては、別添

のリスク分担表（参考資料４）のとおりです。また、施設の老朽化等に

起因する休業について、市が予算措置を含めた適切な対応を講じている

場合には、当該休業について休業補償はしないものとします。 

⑹ 管理業務収支計画書作成上の留意事項 

管理業務収支計画書の作成に当たっては、特に次の事項に注意してく

ださい。 

① 収益を団体に支出する場合は、支出科目の「繰出金」に計上し、

その額を明確にしてください。（団体の本体会計への繰出金） 

② 自主事業は、施設の管理業務に要する経費とは別に経理しますが、

自主事業の実施に伴う収益を市に納付する場合は、自主事業の収支

計画書においては支出科目「繰出金」に計上し、管理業務収支計画

書においては、収入科目の「繰入金」に計上してください。 

③ 管理業務に要する経費を積算する際の管理業務上のリスク分担に

ついては、上記⑸のとおりです。 

④ 施設修繕計画を参照し、市が行う修繕とこれに伴う利用料金等収

入への影響額を適正に見積もってください。 

⑤ 自主事業にかかる事業計画、収支計画については、管理業務にか

かる施設事業計画書および管理業務収支計画書とは別に作成してく

ださい。また、管理業務収支計画書は、この自主事業の実施による

収益を踏まえて計上いただくことになります。 
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⑥ 指定管理料の積算に用いる消費税および地方消費税の税率は、現

行税率（１０％）とします。 

なお、今後さらに、消費税および地方消費税の税率が改正された

場合は、当該改正による収入および支出への影響（条例に定める額

が改正されたときは、当該改正による収入への影響を含む。）を踏ま

えて指定管理料を再算定し、教育委員会と指定管理者で協議の上、

指定管理料を決定します。 

７ 自主事業の取扱い 

⑴ 指定管理者は、管理業務の範囲外の業務として、海洋センターの設置目

的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任と

費用により、自主事業を実施することができるものとしますので、施設の

効用を最大限に発揮させる観点から、創意工夫を活かして積極的に提案し

てください。 

 ただし、この場合、あらかじめ市の承認が必要となります。 

⑵ 企画・立案した事業が自主事業に該当するかどうかは、担当課までお問

い合わせください。 

⑶ 自主事業の実施に当たって利用者から参加費等の料金を徴収する場合に

は、その料金が高額であるためにサービスの利用者が市民の一部に限定さ

れることがないよう注意してください。 

⑷ 自主事業の事業計画および収支は、管理業務のそれとは別に作成してく

ださい。また、自主事業の財源は、利用者から徴収する参加費や指定管理

者の自己財源とします。施設の使用者が納める利用料金や指定管理料は、

管理業務として経理するものであり、これを自主事業の財源に充てること

はできませんので、明確に区分してください。 

⑸ 指定管理者に指定された日以降に、新たな自主事業を実施しようとする

ときは、事前に担当課と協議してください。 

⑹ 自主事業の実施による収益については、自己の収入とすることも、市へ

の貢献策として一定額を管理業務の収支に繰入れる（繰入金として管理業

務収支計画書の収入に計上）ことも可能です。 

⑺ 選定委員会による審査の際は、自主事業の内容、自主事業の実施に伴う

収益の取扱いについても審査の対象となります。 

 ⑻ 自動販売機の設置など、施設の設置目的以外の事業については、行政財

産の目的外使用に該当するため、使用許可を受け、行政財産使用料を納め

ていただくことになります。 
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８ 申請者の資格 

  指定管理者の指定を受けるための申請ができるものは、市内に事業所を置

く法人その他市内の団体（複数の法人等で構成するグループを含む。）（以下

「法人等」という。）であって、次に該当しないものに限ります。（法人格の

有無は問いませんが、個人での申請はできません。なお、申請については、

１団体につき１申請に限ります。また、グループで申請を行う場合、当該グ

ループの構成団体は、他のグループの構成団体となり、または単独で申請を

行うことはできません。） 

⑴ 役員等に法律行為を行う能力を有しない者が含まれている法人等 

⑵ 役員等に破産者で復権を得ない者が含まれている法人等 

⑶ 役員等に禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでまたはその

執行を受けることがなくなるまでの者が含まれている法人等 

⑷ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）および暴力団ま

たはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。） もしくは暴力団

の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある法人等 

⑸ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項

の規定により、市における一般競争入札の参加を制限されている法人等 

⑹ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）等による手続きを行っている法人等 

⑺ 高島市から指名停止措置を受けている法人等 

⑻ 国・県・市税または消費税および地方消費税を滞納している法人等 

⑼ 市議会の議員、市長、副市長および法第１８０条の５第１項に規定す

る委員会の委員または委員が無限責任社員、取締役、執行役もしくは監

査役もしくはこれらに準ずべき者、支配人、清算人である法人等（ただ

し、市議会の議員以外の者については、市が資本金、基本金その他これ

らに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を除く。） 

⑽ 法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、指定の取り消しを受けた

ことがある法人等 

⑾ 本市における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公正な手続き

を妨げた法人等または公正な価格の成立を妨害し、もしくは不正の利益

を得るために連合した法人等 
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９ 提出書類 

申請に当たっては、次の書類を提出してください。なお、教育委員会が必

要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

⑴ 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

⑵ 施設事業計画書（様式第２号） 

 ① 施設を管理する際の方針等 

  ・施設管理運営方針 

  ・社会貢献活動や法令遵守などに対する取組み等 

 ② 施設の効用を最大限に発揮させるための方策 

  ・利用者の増加を図るための具体的手法および期待される効果 

  ・サービスの向上を図るための具体的手法および期待される効果 

  ・施設、設備、備品の維持管理および改修、整備についての提案等 

 ③ 危機管理体制 

  ・日常時の安全管理について 

  ・防犯、防災および緊急時の体制について 

 ④ 管理を安定して行うための体制 

  ・職員の配置計画（配置予定人数、担当予定業務および配置予定者の資

格、経験等） 

  ・職員の指導育成、研修計画 

  ・類似施設の管理運営に関する実績等 

⑶ 管理業務収支計画書（様式第３号） 

 ① 指定管理期間の収支計画（総括表・単年度収支） 

 ② 経費の縮減策 

 ③ 利用料金の基本方針 

 ④ 利用料金の設定とその考え方 

⑷ その他関係書類 

① 団体の定款の写しまたはこれに準ずる書類 

② 登記事項証明書（法人の場合） 

  ※申請日前３か月以内に取得したものを提出することとします。 

③ 納税証明書（国・県・市税） 

  ※募集要項Ｐ１３「８ 申請者の資格 ⑻国・県・市税または消費税
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および地方消費税を滞納している法人等」でないことを確認できる

証明書（未納がないことの証明書）。新たに設立する法人または設立

初年度の法人にあっては、添付を要しません。 

④ 役員の氏名および住所を記載した書類（法人以外の場合） 

⑤ 実施業務内容説明書（参考様式第１号） 

⑥ 団体概要書（参考様式第２号）・・・添付書類が必要です。 

  ・法人等の概要を記載した書類 

  ・組織および運営に関する事項を記載した書類 

  ・最近３事業年度の事業報告書、貸借対照表および損益計算書また  

はこれに類するもの 

⑦ 申請することができない者に該当しない旨の宣誓書（参考様式第３号） 

⑧ 応募資格に関する申告書（参考様式第４号） 

⑨ 自主事業計画書・収支予算書（参考様式第５号） 

⑩ 障がい者雇入れ計画書（参考様式第６号） 

⑪ 共同事業体協定書兼委任状等（共同事業体を組織して申請する場合）

（参考様式第７・８号） 

 

10 現地説明会の開催と質問の受付 

⑴  現地説明会 

   施設の現状や管理業務の内容を正確に把握し、効果的・効率的な事業計

画・収支予算を提案していただくため現地説明会を開催しますので、申請

を予定している団体は必ず出席してください。（現地説明会参加報告書（参

考様式第９号）に必要事項を記入のうえ、持参、郵送、ＦＡＸまたは電子

メールにより、令和７年８月２５日（月）午後３時までに提出してくださ

い。） 

①  開催日時 

令和７年８月２６日（火）午後１時から 

※現地説明会に参加されなかった法人、その他の団体は、指定管理者の

指定申請を行うことができませんので、ご注意ください。 

   ② 開催場所 

高島Ｂ＆Ｇ海洋センター 会議室 

高島市宮野１５１６番地 
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   ③ 説明内容 

    ・施設概要について 

    ・募集要項および業務仕様書について 

    ・管理業務収支計画書作成上の留意事項について 

    ・指定管理料について 

    ・自主事業について 

   ④ その他 

   ・現地説明会への参加は、１団体２名までとします。 

   ・指定管理者の募集要項等を持参してください。 

⑵  申請に当たっての質問の受付 

   募集要項の内容等に関する質問は、令和７年８月１日（金）から令和  

７年８月２１日（木）までに、「募集要項の内容等に関する質問書」（参考

様式第１０号）により、持参、郵送、ＦＡＸまたは電子メールで提出して

ください。 

   質問に対する回答は、応募者間の公平を期すため、現地説明会の際に参

加者全員に文書でお渡しします。また、現地説明会において出された質問

についても回答いたしますが、内容によってはお時間を要する場合があり

ますのでご了承ください。 

なお、特定の事業が「自主事業」に該当するかどうかの質問については、

これが応募団体独自の企画であることから、質問を行った団体に対しての

み速やかに回答することとし、他の応募者へは公表いたしません。 

 

◎現地説明会参加報告書・募集要項の内容等に関する質問書の提出先 

 

〒５２０－１５９２ 滋賀県高島市新旭町北畑５６５番地 

高島市教育委員会事務局 スポーツ振興部 市民スポーツ課 

(ＦＡＸ) ０７４０－２５－８１４５ 

（e-mail） sports@city.takashima.lg.jp 

 

11 申請書類の提出先等 

⑴ 申請書類の提出先 

高島市教育委員会事務局 スポーツ振興部 市民スポーツ課 
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滋賀県高島市新旭町北畑５６５番地 

⑵ 申請書類の提出期間 

令和７年８月２７日（水）から令和７年９月３０日（火）までの午前８

時３０分から午後５時までとします。ただし、土曜日、日曜日および祝日

を除きます。 

 ⑶ 提出方法 

提出先へ持参してください。郵送等による受付は行いません。 

 ⑷ 提出部数 

正本１部、副本８部（副は複写可）の９部とします。 

 

12 申請に際しての留意事項 

 ⑴ 失格または無効 

   申請者が、次の事項に該当するときは、失格または無効となる場合があ

ります。 

   ① 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。 

   ② 収支計画書において、指定管理料の提案額が市の提示する上限額を

上回るとき。 

   ③ 記載すべき事項の全部または一部が記載されていないとき。 

   ④ 申請者が記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。 

   ⑤ 虚偽の内容が記載されているとき。 

   ⑥ その他不正の行為があったとき。 

 ⑵ 申請内容の変更 

   既に提出された施設事業計画書等の記載事項の変更をする場合には、施

設事業計画書等記載事項変更届（様式任意）により、申請書の提出期限前

に届出をしてください。なお、提出期限後は、提出された施設事業計画書

等の内容を変更することはできません。 

 ⑶ 著作権の帰属等 

   施設事業計画書等の著作権は、申請者に帰属するものでありますが、次

の場合には、市は施設事業計画書等の内容を無償で利用できるものとしま

す。 

 ① 指定管理者候補者の選定結果の公表 

   ② 市議会での指定議案の審議 
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   ③ その他市が必要と認める場合 

なお、提出された申請書類は、理由の如何にかかわらず返却しません。 

   また、申請書類は、必要に応じて複写します。（使用は市役所内、市議会

および指定管理者候補者選定委員会での検討時に限ります。） 

 ⑷ 申請の辞退 

   申請書類を提出した後に辞退する場合は、指定管理者申請辞退届（様式

任意）を提出してください。 

 ⑸ 費用の負担 

   申請に要する費用は、すべて申請者の負担とします。 

 ⑹ 情報公開 

   申請書類は、高島市情報公開条例に基づく開示請求により、個人情報等

非開示とすべき箇所を除き、公開されることがあります。 

 ⑺ その他 

  ① 申請書類の様式 

  指定管理者指定申請書等の提出書類は、日本工業規格のＡ４の大きさ

とします。（ただし、官公署が発行する証明書等やむを得ないものについ

ては、例外とします。） 

  先の提出書類の項目の順序に従いファイル等に綴じて提出してくださ

い。 

② 言語、通貨、単位等 

  指定申請書等に用いる言語、通貨、単位は、日本語、日本円、日本の

標準時および計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位に限ります。 

 

13 指定管理者の選定手続き 

 ⑴ 選定委員会の設置 

指定管理者の候補者の選定にあたっては、選定手続きの透明性、公平性、

専門性を確保するため、学識経験者、会計・経理の専門家、類似施設の経

営・管理経験者等で組織する選定委員会を設置します。 

なお、選定委員会の会議は、非公開としますが、選定後は申請の概況（経

過、申請者名等）、審査内容の概要を公表する場合があります。 

 ⑵ 選定委員会の審査方法 

   手続条例第４条第１項に規定する選定基準を基礎に、施設の設置目的、
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性質、機能等を踏まえより具体化した審査基準を定めます。これに基づき、

施設のより効果的かつ効率的な利用と安定的なサービスの提供という視点

や、制度を導入することによってどのような効果や影響があるかについて、

提案された施設事業計画書・管理業務収支計画書の内容を書類審査と申請

者からのプレゼンテーションにより総合的に審査します。 

   ① プレゼンテーション 

・プレゼンテーションは、１申請団体当たり、説明時間１５分以内、

質疑応答２０分程度とします。 

・プレゼンテーションに要する申請者の経費は、すべて申請者の負担

とします。 

   ② 審査基準 

    ・審査基準は、客観的な評価とするため、各項目を点数化します。 

    ・審査基準は、現地説明会において出席者にその概要を説明しますが、

各項目の点数配分は公表しません。 

③ 意見決定 

    ・各委員の点数を合計した結果が、原則として満点に対し、６５％以

上である申請者の中から、合計点数の高い順に指定管理者の候補者

として順位を決定します。 

⑶ 指定管理者の候補者の決定 

   指定管理者の候補者は、選定委員会が決定した順位に基づき、市長が決

定します。 

⑷ 選定結果の通知 

   指定管理者の候補者の選定結果については、申請者全員に通知します。 

⑸ 指定管理者の指定 

  指定管理者の候補者に選定された団体については、法の規定に基づき、

指定管理者として指定する議案を市議会に提出し、議決後、市長が指定管

理者として指定します。 

 

14 指定管理者指定後の手続き 

 ⑴ 協定の締結 

   管理業務の内容や管理の基準に関する細目的事項、管理業務に要する経

費を賄うための指定管理料に関する事項について、申請内容を確認しなが
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ら指定管理者と教育委員会との間で協議のうえ、協定を締結するものとし

ます。 

   また、協定の締結に当たっては、指定期間を通じての包括的な事項を定

めた「基本協定」と年度ごとの事業実施にかかる事項を定めた「年度協定」

を締結します。 

 ⑵ 管理業務の引継ぎ 

  ① 議会において指定管理者の指定が議決された後、指定期間の始期から

円滑に管理業務が実施できるよう、前指定管理者との間で管理業務に支

障をきたさない範囲で管理業務の引継ぎを行っていただきます。保安警

備業務や保守業務等については、指定期間開始と同時に契約が必要とな

る業務等がありますので、十分に注意してください。 

② 管理業務の引継ぎに要した費用は、それぞれの団体の負担とします。 

③ 令和８年４月１日以前に前指定管理者が受けた施設利用等の利用予約

については、予約時と同一条件での利用を保証するとともに、予約金等

の前受金があった場合は、前指定管理者から引き継ぐことになります。

（現在、利用日の３か月前から申し込みを受け付けています。） 

④ 指定管理者は、指定期間終了または指定取消により、次の指定管理者

に業務を引き継ぐ際には、円滑な引き継ぎに協力するとともに、必要な

データ等を遅滞なく提供してください。 

⑶ その他 

  ① 指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指

定管理者の議決後においても、指定管理者の指定を取り消すことがあり

ます。 

  ② 指定管理者が、次のいずれかに該当するときは、その指定を取り消し、

協定を締結しないことがあります。 

   ア 指定管理者が、この募集要項に定める申請者の資格を満たさないこ

ととなったとき。 

   イ 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、管理業務の履行が確

実でないと認められるとき。 

   ウ 著しく社会的信用を失う等の理由により、指定管理者としてふさわ

しくないと認められるとき。 
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15 事業計画および事業報告 

⑴  事業計画 

   事業計画、人員配置計画、収支計画等を内容とする各事業年度の事業計

画書を、前年度１０月末までに提出し、教育委員会の承認を得てください。

（令和８年度の事業計画書は指定の議決後に速やかに提出していただきま

す。） 

 ⑵ 事業報告 

指定管理者は手続条例第８条の規定により、毎年度終了後６０日以内に

指定管理者事業報告書（手続規則様式第７号）を教育委員会に提出するこ

ととします。 

 

16 管理業務の状況把握および評価 

 ⑴ モニタリング 

   教育委員会は、指定期間中に管理業務の実施状況を把握し、良好な管理

状況を確保するため、次の事項等についてモニタリングを実施します。 

  ① 定期報告 

指定管理者は、月次事業報告書を作成し、教育委員会へ提出します。

その提出頻度については、施設の性質、規模等を勘案して、指定管理者

と施設所管課が協議のうえ決定します。 

教育委員会は指定管理者から提出された月次事業報告書をもとに、管

理業務が適正に行われているか確認します。 

  ② 状況確認 

    教育委員会は、必要に応じて、管理業務の実施状況について、現地で

の確認等を行います。 

 ⑵ 是正勧告 

モニタリングの結果、指定管理者が管理の基準や業務仕様書の基準を満

たしていないと判断した場合や、施設事業計画書に示された管理業務を実

施できていないと認める場合は、教育委員会は、管理業務の改善等必要な

指示を行います。 

なお、改善勧告等によっても改善が見られない場合、および指定管理者

が行う管理業務の内容が「管理の基準」を満たしてないと判断した場合は、

業務の停止や指定の取り消しを行うことがあります。また、大幅な業務の

改善を必要とする場合にあっては、指定管理料を減額することがあります。 
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 ⑶ 利用者の声の把握 

   指定管理者は、施設利用者の利便性の向上やサービスの向上を図るため、

アンケートの実施等により施設利用者の意見・苦情等を毎年１回以上聴取

し、その結果と業務改善への反映状況について教育委員会に報告していた

だきます。 

⑷ 定例会議 

施設の管理業務に関する課題等について、指定管理者と教育委員会とが

連携、協議しながら施設の経営改善につなげていくため、少なくとも半期

ごとに定例会議を開催することとします。 

 

17 調査 

市は、法第２４４条の２第１０項の規定により、指定管理者の管理する施設

の適正を期するため、必要があると認めるときは、指定管理者に対して管理業

務または経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、または必要な指

示を行います。 

また、市の監査委員等が高島市の事務を監査するために必要があると認める

ときは、指定管理者に対して出頭を求め、実地に調査し、または帳簿書類その

他の記録の提出を求める場合があります。 

 

18 管理業務の継続が困難になった場合等の措置 

管理業務の継続が困難になった場合またはそのおそれが生じた場合の措置は、

次のとおりです。 

 ① 指定管理者は、管理業務の継続が困難となった場合またはそのおそれが

生じた場合は、速やかに教育委員会に報告しなければなりません。 

 ② 指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者による適正な施設管

理が困難になった場合またはそのおそれがあると認められる場合には、教

育委員会は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期限を定めて改善計画

書の提出およびその実施を求めることがあります。 

 ③ 指定管理者が次の事由に該当するときは、市は、法第２４４条の２第１

１項の規定によりその指定を取り消し、または期間を定めて業務の全部ま

たは一部の停止を命じることができます。 

  ・指定管理者の責めに帰すべき事由により、協定に定められた事項を履行
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しないとき、または履行できる見込みがないと認められるとき。 

  ・財務状況が著しく悪化し、管理業務の遂行が困難と認められるとき。 

  ・関係法令、条例、規則または協定の規定に違反したと認められるとき。 

  ・指定管理者の指定手続きおよび管理業務の実施に当たり、不正の行為が

あったとき。 

  ・管理業務に関する市長または教育委員会の指示に従わないとき。 

  ・管理業務に関して、市長または教育委員会が求めた報告を行わず、もし

くは実地調査等を拒否または妨害したとき。 

  ・上記②において、指定管理者が当該期限内に改善計画書を提出せず、ま

たは改善計画書に定められた事項を実施しなかったとき。 

  ・著しく社会的信用を失う等の理由により、指定管理者としてふさわしく

ないと認められるとき。 

  ・指定管理者募集要項に明示した申請資格を満たさなくなったとき。 

  ・その他、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認められ

るとき。 

 ④ 上記③により指定管理者の指定が取り消され、または業務停止となった

場合に、市に損害が発生したときは、指定管理者は市に生じた損害につい

て賠償の責めを負うことになります。なお、指定管理者に損害や追加費用

などが生じた場合においても、市は賠償等を行いません。 

 ⑤ 不可抗力その他市または指定管理者の責めに帰することができない事由

により管理の継続が困難になった場合は、教育委員会と指定管理者は、管

理の継続の可否について協議することとします。 

 ⑥ 指定管理者は、指定期間が満了するとき（継続して指定管理者に指定さ

れたときを除く。）または指定が取り消されたときは、速やかに、管理物件

を原状回復して教育委員会に引き渡すとともに、教育委員会または新たな

指定管理者と十分に事務引き継ぎを行うこととします。 

   ただし、原状回復について教育委員会の承認を得たときは、この限りで

はありません。 

 

19 備品の帰属 

管理物件の備品（参考資料６）が、経年劣化等により管理業務の用に供す

ることができなくなった場合は、当該備品と同等の機能および価値を有する
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ものの見積金額が１件につき６０万円（消費税および地方消費税を含む。）未

満のものについては、指定管理者の負担で購入または調達していただきます。 

なお、購入または調達した備品の所有権は、市に帰属するものとします。 

 

20 その他の事項 

 ⑴ 指定の取り消し 

法および条例の規定により、市は、指定管理者が管理業務または経理の

状況に関する調査等の指示に従わなかったとき、その他当該指定管理者に

よる管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消し、

または期間を定めて管理業務の全部または一部の停止を命ずることができ

ます。 

 ⑵ 提供した資料の取扱い 

   教育委員会が提供した資料等は、応募に関する検討以外の目的で使用す

ることを禁じます。また、この検討の目的の範囲内であっても、教育委員

会の承諾を得ることなく、第三者にこれを使用させ、または内容を提示す

ることを禁じます。 

⑶ その他協議すべき事項 

  ① 指定管理者が管理業務に関する規程、要綱等を作成または改正する場

合は、教育委員会と事前に協議するものとします。 

  ② 協定に定めのないものや疑義が生じた事項については、指定管理者と

教育委員会の双方が誠意を持って協議するものとします。 

 

21 募集スケジュール 

指定管理者の募集・選定スケジュール 

時   期 内   容 

令和７年８月１日 募集開始 

令和７年８月１日～ 

８月２１日 
質問事項の受付 

令和７年８月２６日 現地説明会 

令和７年８月２７日～ 

９月３０日 
申請書の受付期間 

令和７年１０月中旬～ 

１０月下旬 
選定委員会（プレゼンテーション） 
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令和７年１１月上旬 指定管理者の候補者の選定 

令和７年１２月下旬 

指定管理者指定議案の議決          

（市議会１２月定例会）            

指定管理者の指定（通知・告示） 

令和８年３月 協定の締結 

令和８年４月１日 管理開始 

 

22 問い合わせ先 

高島市教育委員会事務局 スポーツ振興部 市民スポーツ課 

住 所：〒５２０－１５９２  滋賀県高島市新旭町北畑５６５番地 

ＴＥＬ：０７４０－２５－８５６０（直通） 

ＦＡＸ：０７４０－２５－８１４５ 

e-mail：sports@city.takashima.lg.jp 
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様式第 1 号(第 2 条関係) 

 

指定管理者指定申請書 

 

年  月  日 

 

  高島市長       あて 

 

所 在 地            

申請者 団 体 名            

代表者名            

 

 高島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第 3 条の規定により、次

の公の施設に関し、指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 

記 

 

1 公の施設の名称                      

 

2 添 付 書 類 

  ⑴ 施設事業計画書（様式第２号） 

  ⑵ 管理業務収支計画書（様式第３号） 

  ⑶ その他関係書類 

   ① …… 

   ② …… 

   ： 
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様式第 2 号(第 2 条関係) 

 

施設事業計画書 

 

1 施設を管理する際の方針等 

① 施設管理運営方針 

② 社会貢献活動や法令遵守などに対する取組み 

③ 平等利用を確保するための方針 

④ 障がい者、高齢者に対する利用援助 

 

2 施設の効用を最大限に発揮させるための方策 

① 利用者の増加を図るための具体的手法および期待される効果 

② サービスの向上を図るための具体的手法および期待される効果 

③ 施設・設備の維持管理および改修・整備についての提案 

④ 利用者の声の反映について 
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3 危機管理体制 

① 日常時の安全管理について 

② 防犯、防災および緊急時の体制について 

 

4 管理を安定して行うための体制 

 ① 職員の配置計画 

役職 担当業務内容 資格・経験年数等 雇用形態 勤務時間 

          

          

          

          

          

          

          

※ 職員一人ごとに記入してください。 

※ 役職については、本施設を管理運営する上で必要と思われる役職を記入してください。 

※ 資格、経験年数等は実際に配置する予定職員を想定の上、記入してください。 

※ 指揮命令系統が分かる組織図を添付してください。 

 ② 職員の雇用確保の方策と労働条件(公正採用、最低賃金制の遵守を含む。) 

  

※ 当該施設の管理運営に現在従事する者の転籍等による確保を予定している場合は、そ

の具体的内容を記載してください。 
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 ③ 業務の外注計画 

業務の名称 業務の具体的内容 備 考 

      

      

      

※ 備考欄には、予定金額、労働関係法令遵守の担保方策等について記載してください。 

 ④ 職員の指導育成、研修計画(人権研修を含む。) 

  

 ⑤ 類似施設の管理運営に関する実績 

  ア 受託分 

施設名 所在地 主な業務内容 管理運営期間 

      
年  月  日から 

年  月  日まで 

      
年  月  日から 

年  月  日まで 

      
年  月  日から 

年  月  日まで 

  イ 自己所有施設 

施設名 所在地 主な業務内容 管理運営期間 

      
年  月  日から 

年  月  日まで 

      
年  月  日から 

年  月  日まで 

      
年  月  日から 

年  月  日まで 
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5 その他管理運営に際しての必要な事項 

  社会的要請に応えた体制・活動内容 

① 障がい者・高齢者・ひとり親家庭の父母等の雇用・就業についての方針 

② 地域経済や労働事情に対する貢献 

③ 障害者差別解消に係る配慮 

④ 環境問題への取組み 

⑤ 個人情報の保護および情報公開を適切に行うための措置 
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様式第 3 号(第 2 条関係) 

管理業務収支計画書 

【総 括 表】 

1 収 入                             (単位：千円) 

項 目 年度 年度 年度 年度 年度 合 計 

指定管理料             

利用料金             

              

              

              

合計(A)             

 

2 支 出                             (単位：千円) 

項 目 年度 年度 年度 年度 年度 合 計 

人件費             

消耗品費             

食料費             

印刷製本費             

通信運搬費             

燃料費             

光熱水費             

修繕費             

備品購入費             

委託料             

              

              

合計(B)             

 

3 収 支                             (単位：千円) 

項 目 年度 年度 年度 年度 年度 合 計 

(A)－(B)             
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4 経費の縮減策について 

  

 

5 利用料金の基本方針 

  

 

6 利用料金の設定 

区 分 条例に定める額 利 用 料 金 
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管理業務収支計画書(    年度) 

 

1 収 入                             (単位：千円) 

項 目 金 額 内 訳 

指定管理料     

利用料金     

      

      

      

合計(A)     

 

2 支 出                             (単位：千円) 

項 目 金 額 内 訳 

人件費     

消耗品費     

食料費     

印刷製本費     

通信運搬費     

燃料費     

光熱水費     

修繕費     

備品購入費     

委託料     

      

      

合計(B)     

※ 支出の項目は具体的に記入してください。また内訳書は積算基礎その他詳細に記入し

てください。 

3 収 支 

(A)－(B) 千円 

※ 年度ごとに作成してください。 
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参考様式第１号 

実施業務内容説明書（  年度） 

 

１ 業務の内容 

業務名 概 要 実施時期・期間・回数等 

   

   

   

   

   

   

   

 

２ 上記の業務実施に係る収支予算 

項  目 金  額 内  訳 

収 
 

入 

   

   

   

   

   

合  計   

支 
 

出 

   

   

   

   

   

   

   

合  計   

※募集要項の「３ 指定管理者が行う業務の範囲」（１）の業務の詳細について 

作成してください。 

※ 年度ごとに作成してください。 
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参考様式第２号 

団 体 概 要 書 

項    目 内         容 

 事業者（法人、団体）名  

 代表者職・氏名    

 団体の所在地  

 設立年月日             

 資本金           令和 年 月 日現在                千円 

 従業者数              令和 年 月 日現在              人 

 主たる業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

類似施設の管理に関する 

過去の業務実績 

 

 

 

 

 

 特記事項 

                        

                        

                

 

 

 

 

 

添付書類 

 ・法人等の事業の概要を記載した書類（設立趣旨、事業内容のパンフレット

等法人等の概要が分かる資料等） 

 ・組織および運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織運営図等） 

 ・最近３事業年度の事業報告書、貸借対照表および損益計算書またはこれに

類するもの 



36 

参考様式第３号 

 

申請することができない者に該当しない旨の宣誓書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 高島市長       あて 

 

所 在 地                         
 
                 申請者  団 体 名                         
 
                      代表者名               

  

 

 

 

 高島市○○○○○○指定管理者募集要項に規定する「８ 申請者の資格」について、  

申請することができない者に該当しないことを宣誓します。 
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参考様式第４号 

応募資格に関する申告書 

 

                        令和  年  月  日 

高島市長       あて 

 

                         所 在 地                         
 
            申請者  団 体 名                         
 
                 代表者名              

 

 

申請資格である「高島市内に事業所を置く法人その他の団体」に関し、下記のとおり  

申告します。 

 

項        目 チェック欄 

１ 高島市内に事業所（支店・営業所等）の敷地を有している。  

２ 高島市内に事業所（支店・営業所等）の建物を有している。  

３ 高島市内に事業所（支店・営業所等）の建物を借りている。  

４ 
事業所（支店・営業所等）の所在は、第三者から見ても明確に判

断できるものである。 
 

５ 公共料金（電気・上下水道等）の使用契約を締結している。  

６ 事業所内に固定電話を設置している。  

７ 事業所内にＦＡＸを設置している。  

８ 事業所内にコピー機を設置している。  

９ 
事業所内でパソコンによる電子メールの受送信が可能であるな

ど、インターネット環境が整っている。 
 

10 事業所には、職員が常駐している。  

11 
事業所に職員は常駐していないが、定期的に配置している。 

※３ （ 週 ・ 月    日程度） 
 

※１ 高島市内の事業所（支店・営業所等）の状況について、申請日現在で作成してください。 
※２ 各項目について、該当する場合は○印を、該当しない場合は×印を付してください。 
※３ 週・月のいずれかを○で囲み、日数を記入してください。 
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参考様式第５号 

自主事業計画書（  年度） 

１ 実施方針 

 

 

２ 事業内容 

事 業 名 概   要 時期・期間・回数 

   

   

   

   

   

 

３ 収支予算書 

項   目 金   額 内   訳 

 

 

収 

 

入 

 

   

   

   

   

   

   

合 計   

 

 

支 

 

出 

 

 

   

   

   

   

   

   

合 計   

差引（支出－収入）   

※ 年度毎に作成してください。 
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参考様式第６号 

障がい者雇入れ計画書 

１ 障がい者の雇用計画人数                    人 

２ 雇用計画の期間 雇用予定時期 人  数 

年  月            人 

    年  月            人 

    年  月            人 

３ 就業予定場所等 

 （就業予定場所について

は、当該施設を優先す

るものとしますが、貴

社・団体の職場を含む

ものとします。） 

就業予定場所 職種名 人数 

   

   

   

   

   

４ 計画を実現するための

具体的な取組み 

 （求人方法、採用計画な

ど達成の根拠を具体的

に記載してください。） 

 

上記のとおり、障がい者の雇入れ計画については、確実に実施することとし、

雇用後は速やかに報告します。 

 

  高島市長       あて 

 

    令和  年  月  日 

申請者 

所在地 

                  団体名            

代表者名          
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参考様式第７号 

共同事業体協定書兼委任状 

令和  年  月  日 

  高島市長       あて 

申請者 

所在地 

団体名             

代表者名 

件 名 高島市○○○施設  指定管理者 

上記件名の募集に参加するため、募集要項に基づき、共同事業体を結成し、

高島市との間における下記事項に関する権限を代表に委任して申請します。 

なお、当該件名の指定管理者に指定された場合は、各構成団体は高島市○○

○施設の指定管理者としての業務の遂行および業務の遂行に伴い当共同事業体

が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。 

共同事業体の名称  

共同事業体の代表者 

（受任者） 

<代表構成団体> 

所在地 

名 称               

職・氏名                   

共同事業体事務所所在地  

共同事業体の構成団体 

（委任者） 

<構成団体> 

所在地 

名 称               

職・氏名 

<構成団体> 

所在地 

名 称               

職・氏名 

共同事業体の成立、解散の

時期 

および委任期間 

 

委任事項  

その他  

※共同事業体を結成して募集に参加する場合はこの様式を提出してください。また、共

同事業体の構成団体の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて作成してください。 
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参考様式第８号 

共同事業体連絡先一覧表 

 

令和  年  月  日 

 

（共同事業体の名称） 

 

                                

 

【代表構成団体 担当者連絡先】 

氏   名  

所属団体   

職   名  

電話番号   ＦＡＸ  

電子メール  

【構成団体 担当者連絡先】 

氏   名  

所属団体   

職   名  

電話番号   ＦＡＸ  

電子メール  

【構成団体 担当者連絡先】 

氏   名  

所属団体   

職   名  

電話番号   ＦＡＸ  

電子メール  

【構成団体 担当者連絡先】 

氏   名  

所属団体   

職   名  

電話番号   ＦＡＸ  

電子メール  



42 

参考様式第９号 

現地説明会参加報告書 

 

令和  年  月  日 

 

  高島市長       あて 

 

 

申請者 

所在地 

団体名               

代表者名              

 

 

 高島市○○○施設における指定管理者の募集にかかる現地説明会に参加する

者の氏名を次のとおり報告します。 

 

１ 出席者名簿 

 

役   職 氏     名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本件に関する連絡先 
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参考様式第１０号 

募集要項の内容等に関する質問書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 高島市長       あて 

 

 

申請者 

所在地 

団体名               

代表者名              

 

質 問 項 目 質  問  内  容  

   

                                   

 担当者名 

     連絡先 

電 話 

ＦＡＸ 

電子ﾒｰﾙ 

 

※質問項目には、募集要項のどの部分についてのものか、該当する部分がわか

るように記載してください。（例：募集要項  頁の  行目） 
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参考資料１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金　　額 内　容　説　明

収入の部

使用料 15,120,000 施設使用料収入

その他収入 21,765,000 水泳教室受講料

651,000 その他教室受講料

小　計 22,416,000

37,536,000

金　　額 内　容　説　明

支出の部

人件費

小　計 29,681,000

光熱水費 電気料 15,126,000 電気代

ガス代 6,765,000 ガス代

上下水道料 7,286,000 水道料金・下水道使用料

小　計 29,177,000

修繕料 修繕料 281,000 小規模修繕料

小　計 281,000

管理費 旅費 34,000 旅費

事務用品費 202,000 事務用品、コピー用紙等

消耗品費 1,010,000 トイレットペーパー、清掃・消毒用品

燃料費 120,000 灯油・車両燃料代

印刷製本費 30,000 利用申請書等印刷

通信運搬費 261,000 電話代・インターネットプロバイダ利用料・郵送代

賃借料 660,000 複合機その他の事務機器レンタル等

手数料 1,512,000 浄化槽維持管理、消防点検

保険料 16,000 イベント保険料・施設賠償保険料

負担金 20,000 研修会参加負担金等

事業費 43,000 水泳大会プログラム

諸会費 155,000 有線放送、高圧ガス協会

雑費 87,000 除雪作業、草木処分

広告宣伝費 219,000 チラシ作成、新聞折込

小　計 4,369,000

委託料 機器保守点検委託 1,315,000 電力設備管理・消防設備保守管理・空調設備管理

清掃業務委託 256,000 定期清掃・除雪作業

植栽管理委託 100,000 草刈費

夜間警備委託 119,000 夜間警備

小　計 1,790,000

公租公課 消費税 2,699,000

小　計 2,699,000

67,997,000

▲ 30,461,000 （収支差額）

計

　　　　　　　高島市高島Ｂ＆Ｇ海洋センター　標準的収支

項　　　　目

事業収入

計

指定管理料上限額

項　　　　目

給料・手当

29,681,000
給料・各種手当・雇用保険料・労災保険料・社会保険

料・健康診断受診料・退職給付にかかる費用等法定福利費

福利厚生費
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参考資料２ 

 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 合計 平均

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

利用料金 11,836,571 12,583,164 15,115,815 39,535,550 13,178,517

指定管理料 25,296,000 25,296,000 25,296,000 75,888,000 25,296,000

繰入金 自己資金 477,393 488,562 650,861 1,616,816 538,939

1,375,417 779,959 496,274 2,651,650 883,883

小　計 1,852,810 1,268,521 1,147,135 4,268,466 1,422,822

その他収入 事業収入 17,985,275 15,563,900 21,764,478 55,313,653 18,437,884

営業外利益 12,230 11,035 4,157,428 4,180,693 1,393,564

負担金 0 0

小　計 17,997,505 15,574,935 25,921,906 59,494,346 19,831,449

56,982,886 54,722,620 67,480,856 179,186,362 59,728,787

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

人件費 給料・手当 22,773,446 20,233,428 32,003,456 75,010,330 25,003,443

法定福利費 632,848 1,914,876 4,635,608 7,183,332 2,394,444

福利厚生費 475,149 906,942 887,781 2,269,872 756,624

小　計 23,881,443 23,055,246 37,526,845 84,463,534 28,154,511

光熱水費 電気料 15,040,151 14,711,667 15,624,931 45,376,749 15,125,583

ガス代 6,497,879 6,982,506 6,813,619 20,294,004 6,764,668

上下水道料 6,444,730 6,390,210 9,022,750 21,857,690 7,285,897

小　計 27,982,760 28,084,383 31,461,300 87,528,443 29,176,148

修繕料 修繕料 91,520 600,310 151,857 843,687 281,229

管理費 旅費 39,330 28,226 34,180 101,736 33,912

事務用品費 272,383 209,158 125,710 607,251 202,417

消耗品費 900,504 965,677 1,163,479 3,029,660 1,009,887

燃料費 142,481 131,895 84,819 359,195 119,732

印刷製本費 0 0 0 0 0

通信運搬費 252,437 263,093 267,243 782,773 260,924

賃借料 86,064 86,064 86,064 258,192 86,064

手数料 1,352,915 1,605,191 1,578,463 4,536,569 1,512,190

保険料 24,170 4,456 19,969 48,595 16,198

負担金 0 0 0 0

事業費 40,698 47,585 41,723 130,006 43,335

諸会費 121,536 166,536 176,536 464,608 154,869

雑費 115,968 141,900 3,159 261,027 87,009

広告宣伝費 350,049 77,000 230,793 657,842 219,281

小　計 3,698,535 3,726,781 3,812,138 11,237,454 3,745,818

委託料 機器保守点検委託 781,000 682,000 682,000 2,145,000 715,000

清掃業務委託 254,100 258,500 254,100 766,700 255,567

植栽管理委託 0 0

夜間警備委託 118,800 118,800 120,560 358,160 119,387

小　計 1,153,900 1,059,300 1,056,660 3,269,860 1,089,953

公租公課 租税公課 26,517 16,622 29,900 73,039 24,346

繰出金その他 団体会計繰出金 0 0

市納付金 0 0

小　計 0 0 0 0 0

56,834,675 56,542,642 74,038,700 187,416,017 62,472,006

収支差額 148,211 -1,820,022 -6,557,844 -8,229,655 -2,743,218

計

高島市高島Ｂ＆Ｇ海洋センター
過去３ヵ年の収支実績（Ｒ４・Ｒ５・Ｒ６年度）
　　　：募集要項、申請要項の参考資料として添付する

項　　　　目

計

項　　　　目

収入の部

支出の部
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参考資料３ 

施設修繕計画 

 

 
令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

修繕箇所及

び概要 

(所要期間) 

計画なし 計画なし 計画なし 

所要経費 

(見込額) 
－ － － 

管理運営へ

の影響 
－ － － 

 
令和１１年度 令和１２年度 

修繕箇所及

び概要 

(所要期間) 

計画なし 計画なし 

所要経費 

(見込額) 
－ － 

管理運営へ

の影響 
－ － 

※施設管理の都合

上本計画に関わら

ずやむをえず修繕

を行う場合があり

ます。その場合は事

前に指定管理者に

協議します。 
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参考資料４ 

 
市 指定管理者

設置基準の変更により施設の改築を要するものなど、指定管理者が
行う管理業務に直接影響を及ぼす法令等の変更

○

指定管理者自らの団体運営に影響する法令変更 ○

その他の法令変更

物価の変動 指定後の物価変動に伴う物件費等の増 ○

金利の変動 金利の変動に伴う経費の増 ○

需要の変動
当初の需要見込みの誤り、利用者の減少その他の事由による収入の
減

○

資金調達 管理運営上必要な運営資金の確保 ○

政治的・行政的理由によ
る事業変更

政治的・行政的理由から、管理運営業務の継続に支障が生じた場
合、業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費およびその後の維
持管理経費における当該事情による増加経費

○

不可抗力
不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、暴動その他の市
および指定管理者のいずれの責めにも帰すことができない自然的ま
たは人為的な現象）による施設・設備の損傷等

○

管理上の瑕疵による
火災等事故

管理上の瑕疵による火災等の事故 ○

施設、設備、機器等の不備または施設管理上の瑕疵による臨時休館
等

○

改修、修繕、保守点検等による施設の一部の利用停止 ○

市（施設所有者）の責任によるもの ○

指定管理者（事業実施者）の責任による中止、延期 ○

指定管理者（事業実施者）の事業放棄、破綻 ○

市の協定内容の不履行 ○

指定管理者の管理業務または協定内容の不履行 ○

募集（申請）要項、業務仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによる
もの

○

施設事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りによるもの ○

運営費の増大 市以外の要因による運営費の増大 ○

周辺地域・住民および施
設利用者への対応

施設周辺地域との協調、施設の管理運営業務内容に対する住民およ
び施設利用者からの苦情・要望等への対応

○

経年劣化によるもの（１件あたり６０万円未満のもの） ○

経年劣化によるもの（１件あたり６０万円以上のもの） ○

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定できないもの（１件
あたり６０万円未満のもの）

○

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定できないもの（１件
あたり６０万円以上のもの）

○

指定管理者の管理運営上の瑕疵によるもの ○

セキュリティ 警備の不備による情報漏えい、犯罪発生等 ○

管理者として注意義務を怠ったことによるもの ○

上記以外のもの ○

指定管理者に帰責事由があるもの ○

上記以外のもの

事業終了時の費用
指定期間が終了した場合または指定期間中において指定を取り消さ
れた場合もしくは業務を廃止した場合における撤収費用および次期
管理者への引継ぎ費用

○

 リスク分担表

※施設の老朽化等に起因する休業に関し、市が予算措置を含む適切な対応を講じている場合には、当該休業について
休業補償を求めることはできないものとする。

運営リスク

種　　　類 内　　　　容
負　担　者

法令等の変更

協　　議

協　　議

事業の中止、延期

債務不履行

書類の誤り

施設・設備・備品の
損傷等

資料等の損傷

利用者等への損害賠償
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参考資料５ 

 

市内 市外 市内 市外 市内 市外 市内 市外 市内 市外 市内 市外 市内 市外 市内 市外 市内 市外

４月 744 84 1,371 11 1,220 34 60 350 188 40 704 97 63 27 70 52 0 0 5,115

５月 687 73 1,439 9 1,347 36 311 300 261 60 539 309 28 33 70 200 0 0 5,702

６月 980 96 2,159 33 3,568 87 55 450 274 95 532 226 48 111 118 0 41 0 8,873

７月 961 83 2,127 392 3,294 107 140 350 396 70 694 182 80 91 70 25 45 0 9,107

８月 1,057 75 3,223 388 3,093 1,493 245 542 246 75 459 382 58 240 118 212 71 0 11,977

９月 951 91 1,962 42 2,139 84 220 300 245 65 551 380 46 134 99 89 47 0 7,445

１０月 943 71 1,757 370 1,757 16 110 215 186 98 638 173 143 259 190 30 32 0 6,988

１１月 947 82 1,939 25 1,930 47 120 290 238 60 573 68 88 33 70 30 0 0 6,540

１２月 849 71 1,939 24 2,087 37 49 240 0 0 0 0 277 40 80 0 0 0 5,693

１月 943 73 2,126 25 2,267 64 30 240 257 30 137 0 156 30 90 0 0 0 6,468

２月 860 64 2,002 21 2,039 52 60 115 753 188 470 151 71 132 110 115 0 0 7,203

３月 938 75 1,988 25 1,558 50 85 290 538 350 746 419 125 263 90 140 0 0 7,680

計 10,860 938 24,032 1,365 26,299 2,107 1,485 3,682 3,582 1,131 6,043 2,387 1,183 1,393 1,175 893 236 0 88,791

施設別
合　計

88,791236

艇庫
合計

11,798 25,397 28,406 5,167 4,713 8,430 2,576 2,068

令和６年度　高島Ｂ＆Ｇ海洋センター月別施設利用者

SS会員 ジムルーム 温水プール
運動公園
グラウンド

屋根付
多目的広場

第１体育館 第２体育館 会議室
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参考資料６ 

 

  
場所 品名 数量 規格・メーカー・製造番号 備考

ホール・玄関（下足コーナー） 下足ロッカーＡ 5  W1200 D381 H1800
下足ロッカーＢ 5  W600 D381 H1800
傘立て 1  W1235 D400 H940
傘立て 1  W880 D400 H590
テーブル 2  φ600 H680
チェアー肘なし 1  
衝立 2  W900 H1450
公衆電話台 1  W400　D370　H800　
人工観葉植物 白樺 1  H1500
マガジンラック 1  W773 D385 H1255
キッズコーナーRスツール 1  W410 D410 H460
ミーティングテーブル 3  W1500 D450 H700
ロビーチェアー 3  W395 D410 H695

事務室 スタンダードテーブル 1  W1400 D700 H700
スタンダードテーブル 10  W1100 D700 H700
ワゴン 11  W400 D604 H612
チェアー肘なし 3  
収納家具SU2 2  W900 D400 H2100
収納家具SU2 1  W900 D400 H1100
収納家具SU2 1  W900 D400 H1050
食器戸棚 1  W900 D400 H1800
耐火金庫 1  
テーブル 1  W1500 D750 H700
イス 4  
ミーティングチェアー 4  
ミーティングテーブル 1  W1800 D900 H700
片袖デスク 3  W400 D700 H700
防水ＣＤプレーヤー／チューナー 1  ＡＪ１７ＷＥ
ウィールチェア 1  

多目的室 ミーティングテーブル 1  W1500 D450 H700
ミーティングチェアー 32  
チェアー用台車 2  
キッズコーナー マット 1  W1360 D960 80ｍｍｔ

測定室 ロビーチェアー 3  W400 D400 H690
身長計 1  
ロビーチェアー（背あり） 2  W1800 D600 H700
柔道畳 3  第2体育館へ

衝立 4  W900 H1770
ミーティングテーブル 1  W1500 D450 H700
ミーティングチェアー 1  
ロビーチェアー 2  W395 D410 H695
片袖デスク 1  W400 D700 H700

子供男子更衣室 更衣ロッカー 8  W900 D455 H1800
子供女子更衣室 更衣ロッカー 8  W900 D455 H1800
男子更衣室（職員） 更衣ロッカーＡ 1  ウチダ W900 D515 H1790

更衣ロッカーＢ 1  ウチダ W608 D515 H1790
女子更衣室（職員） 更衣ロッカーＡ 1  ウチダ W900 D515 H1790

更衣ロッカーＢ 1  ウチダ W608 D515 H1790
見学コーナー（プール） ロビーチェアー 5  W400 D400 H690

人工観葉植物 白樺 1  H1500
キッズコーナーベンチ 3  W1350 D410 H460

休憩スペース ロビーチェアー 1  W1800 D610 H670
テーブル 1  φ600 H680
キッズコーナーベンチ 1  W1350 D410 H460
ロビーチェアー（背なし） 2  W1800 D540 H700

倉庫 ロビーチェアー 3  W395 D410 H695
シャワーウィールチェア 4  ＭＨＣ－４６

高島Ｂ＆Ｇ海洋センター　　備品一覧表
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参考資料６ 

 

   

場所 品名 数量 規格・メーカー・製造番号 備考
コーチ室 ミーティングテーブル 1  W1500 D450 H700

スクリーン 1  W1670 D400 H1500
ロビーチェアー（背あり） 1  W1800 D600 H700
ランタンスツール 1  W340φH450
片袖デスク 2  W400 D700 H700
チェアー 6  
食器戸棚 1  W895 D455 H1800
両開き扉ロッカー 3  W900 D416 H1100
同上ベース3・エンドパネル2 1  
更衣ロッカー（男子） 2  W900 D515 H1800
更衣ロッカー（女子） 2  W900 D515 H1800

成人更衣室 更衣ロッカー 30  W900 D515 H1800
ドライヤー 2  
テ－ブル 1  φ600 H680
ランタンスツール 5  W340φH450
水着用脱水機(女性) 1  HSD-6-H 
水着用脱水機(男性) 1  HSD-6-H 
おむつ替え台 1  W652 D868 H1085 

プール ミーティングテーブル（会議室） 6  W1500 D450 H700
キッズコーナー マット 1  W1360 D960 80ｍｍｔ
プール用担架 1  
プール用車椅子 1  
ペースクロック 2  ツカサ ※現在弊社のクロック使用 1台故障中

プール滑り台 1  
ビート板整理棚 1  
監視員台 1  エバニュー 
コースロープ 4  25m
コースロープ 3  13m
プールクリーナー 1  プールロボット　アクアプリンス　ＡＰ－３０ 当初より故障

丸型温湿度計 1  
スポーツタイマー（６０分計） 1  ＳＴ７－ＡＨ
ビート板 18  
ヌードル 5  
長机 1  
シングルカヌー 2台  財団オリジナル 艇庫へ

屋根付多目的広場 フットサルゴール 1  
フットサルゴールネット 1  
ネットフェンス 10  
ボール整理かご 1  
サッカー得点版 1  

ジムルーム ミーティングテーブル（会議室） 2  W1500 D450 H700
人工観葉植物 白樺 1  H1500
前屈計 1  
握力計 1  
トレッドミル 1  セノー ﾗﾎﾞｰﾄﾞLXE1200
トレッドミル 1  セノー ﾗﾎﾞｰﾄﾞLXS
トレッドミル 1  セノー ﾗﾎﾟｰﾄXP55
トレッドミル 1  セノー ﾗﾎﾟｰﾄX55
ステアマスター 2  ﾍﾙｽｱﾝﾄﾞﾌｨｯﾄﾈｽ 1台故障中

エアロバイク 1  セノー BFR
コードレスバイク 1  セノー V70ix2
レッグエクステンション 1  マグナム フィットネスシステム

レッグカール 1  セノー 
チェストプレス 1  マグナム フィットネスシステム

ハイプーリー 1  セノー 
ショルダープレス 1  セノー 
レッグプレス 1  セノー 

高島Ｂ＆Ｇ海洋センター　　備品一覧表
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参考資料６ 

 

  

場所 品名 数量 規格・メーカー・製造番号 備考
クランチ 1  セノー 
ロータリートーソ 1  セノー 
トータルヒップ 1  セノー 
ケーブルクロスオーバー 1  ワイルドフィット 
オリンピックバー350kgMAX 1  鍛錬 
50mmプレート 16  鍛錬 
パワーラック 1  鍛錬 
フラットベンチ 2  鍛錬 
背筋台 1  鍛錬 
腹筋台 1  鍛錬 
ダンベル 一式  鍛錬 
ダンベルラック 1  鍛錬 
耐震マット 5  鍛錬 
体脂肪計 2  オムロン、ナショナル 
体重計 1台  
伸縮式ハンドル身長計 1  ＹＧ２００
ショルダープレス 1  

体育館 跳び箱（大） 1  
跳び箱（中） 1  
跳び箱（小） 2  
トランポリン 1  セノー 
カラーマット 10  エバニュー 1800×900×50
ロングマット 2  セノー 1500×6000×50
ブロックマット 8  エバニュー 
マット運搬車 1  
カラーマット運搬車 1  
バレーボール支柱 2組  セノー 
バドミントン支柱 3組  
ソフトバレーボール支柱 3組  セノー 
支柱棚 1  
ソフトマット 2  1500×2900×300
ソフトマット 2  2000×3000×250
ソフトマット運搬車 2  
ソフトマット（グリーン） 3  2000×3000×200
ロイーター板 2  セノー 
ロイーター板（幼児用） 2  カワサキ 
ボール整理かご 3  
防球ネット 2  800×2000
得点版 2  
柔道畳 47  
畳寄せ金具 一式  
卓球台 3台  
卓球台 3台  1台故障中

フロアシート(マット) 16  緑 
艇庫 ＯＰヨット 5艇  

12ｆｔヨット 3艇  財団オリジナル 
420級ヨット 3艇  ヨッティングワールド 
ローボート 6艇  財団オリジナル 
シングルカヌー 6台  財団オリジナル 
救助艇（9.9馬力付） 1艇  財団オリジナル 船台付
ペアカヌー 2台  財団オリジナル 
ペアカヌー 2台  
ウインドサーフィン 2台  

高島Ｂ＆Ｇ海洋センター　　備品一覧表
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参考資料７    施設位置図・平面図・立面図 
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参考資料７ 


